
嘉麻市公共施設等適正化基本方針 改訂版 

 

公共施設等適正化基本方針とは  
近年の人口構造、市民ニーズの変化に加え、高度経済成長期に建設された多くの施設が更新時期を迎えるな

ど、本市の公共施設等を取り巻く環境は、大きく変化しようとしています。 
このような中、国は中央道笹子トンネル天井崩落事故に端を発する公共施設等の老朽化問題に対して、「国

のインフラ長寿命化基本計画」（H25.11）を策定し、本市においても、平成 26 年度に「嘉麻市公共施設等適正

化基本方針」を策定しました。 
本市の公共施設等におきましても、計画的な改修、適切な建替え等を実施していく必要がありますが、公共

施設等の大半が、昭和 40～50 年代に集中的に整備されていることから、その更新時期も集中し、一時期に莫

大な財政支出が予想されるところです。 
そのため、公共施設等の保有量を縮減し、現存している公共施設及びインフラ資産の長寿命化を推進し、計

画的な維持管理、修繕を実施していきます。この取組みを総じて「公共施設等の適正化」として実施していき、

安全で市民にとって必要な公共施設等の運営を図り、かつ一時期に集中して発生する費用負担を平準化させ、

次世代への負担を可能な限り軽減することを目的とします。 

Ⅰ．対象施設 

公共施設  

市が保有している公共施設の延床面積は計 400,499 ㎡です。平成 18 年 3 月に 1 市 3 町で合併し、旧市町

で建設した公共施設を引き継いでおり、合併して 17 年が経過した現在においても多くの公共施設を保有して

います。 

インフラ資産  

インフラ資産としては、道路、橋梁、上水道を対象としています。 
種別 分類 施設数 

道路 

1 級（幹線）市道 実延長計  73,355.6ｍ 面積 666,464.98 ㎡ 

2 級（幹線）市道 実延長計  62,552.2ｍ 面積 435,299.82 ㎡ 

その他の市道 実延長計 386,047.8ｍ 面積 1,973,680.38 ㎡ 

自転車歩行者道 実延長計  34,409.6ｍ 面積 105,219.89 ㎡ 

橋梁 ― 実延長計 3,996.7ｍ 面積 25,809.31 ㎡ 

上水道 ― 導水管計 6,120ｍ 送水管計 11,530ｍ 配水管計 335,530ｍ
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Ⅱ．人口動向と財政状況 

人口動向  

本市の人口総数は 70 年間で約 7 万 6 千人、約 68％が減少しています。 

 
 

将来の人口推計においては、今後も少子高齢化は進展し、市の人口構成が大幅に変化していくことになります。

 

嘉麻市の財政状況  

市税等の自主財源が少なく、国・県からの地方交付税や補助金等に極端に依存したぜい弱な財政構造であること

が分かります。                                  （単位：億円） 

 
 
 

義務的経費（人件費、扶助費（福祉に関する経費等）及び公債費（地方債の返済金））の割合が高く、硬直した財

政構造となっています。                              （単位：億円） 
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（単位：億円）

実績 一般道路整備 自転車歩行者道

40年間の更新費用総額 393億円

1年間の更新費用

年平均 9.8億円
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（単位：億円）

実績 導入管 送水管 配水管

40年間の更新費用総額 376億円

1年間の更新費用

年平均 9.4億円

Ⅲ．更新等に係る経費（対策の効果額） 

公共施設  

公共施設の更新等に係る経費の見込み額を、単純更新型と長寿命化型を比較し、対策の効果額を試算しました。

単純更新型…施設の耐用年数到来の翌年度に更新金額を計上 
長寿命化型…築 30 年目に大規模改修、築 60 年目に建替え工事を実施する 
（※その他詳しい試算条件については本編をご覧ください。） 

 
従来型と長寿命化型を比較すると、令和 42 年度時点で約 208 億円の削減効果が見込まれます。 
施設ごとに目標耐用年数を設定し大規模改修など適切な長寿命化対策を実施することにより、安全に施設の長期使

用が可能になります。また、中長期的な更新金額の削減が見込まれ、さらに、複合化・集約化・統廃合を行うことで

施設保有量を削減し、施設のランニングコスト（維持管理経費）の圧縮も期待されます。 

（単位：億円） 

インフラ資産（道路、上水道）  

インフラ資産の更新等に係る経費の見込み額は以下の通りです。 
（※それぞれの試算条件については本編をご覧ください。） 

道路…1 年間の更新費用は約 9.8 億円、40 年間の更新費用総額は約 393 億円 
 

 
上水道…1 年間の更新費用は約 9.4 億円、40 年間の更新費用総額は約 376 億円 

 

ページ№ 7-11 

３ 

1,105 

1,313 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

0

20

40

60

80

100

120

140

R0
3

R0
5

R0
7

R0
9

R1
1

R1
3

R1
5

R1
7

R1
9

R2
1

R2
3

R2
5

R2
7

R2
9

R3
1

R3
3

R3
5

R3
7

R3
9

R4
1

整
備
累
計
額

整
備
額

20年 30年



インフラ資産（橋梁）  

橋梁長寿命化修繕計画を策定する 374 橋について、今後 50 年の事業費を比較すると、予防保全型は事後保全型

に比べ約 57％のコスト縮減が見込まれます。 

 
Ⅳ．参考資料 

削減実績  

平成 26 年度から令和 2 年度までの 6 年間で 5, 930 ㎡削減が進んでいます。また、令和 3 年度には 11 施設の解

体及び売却を行いました。今後は更なる施設整備量縮減に向けた取組を推進していきます。 

 

公共施設等老朽化の推移  

令和 2 年度の築 30 年以上の公共施設は 69.6％を占めています。現行同様に老朽化が進行した場合、10 年度の令

和 12 年度には 93.7％になる見込みです。 

橋梁長寿命化修繕計画の対象橋梁は全 374 橋あり、平成 30 年度時点ですでに建築後 50 年を経過している橋りょ

うは約 16％を占めています。今後 20 年度にはこの割合が約 58％、30 年後には 85％を占め、急速に橋梁の高齢化

が進むことが明らかになっています。 

延床面積 400,499 ㎡

延床面積 406,429 ㎡

削減

5,930 ㎡
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１．豊かな暮らしを支える活力あるまちづくり 
２．誰もが健やかに暮らせる福祉のまちづくり 
３．ふるさとに誇りを持てる教育・文化のまちづくり

４．自然と共生する安全・安心なまちづくり 
５．市民と行政による協働のまちづくり 

総合計画など 

 
１．公共建築物の集約・再編と生活利便性の維持の両立 
２．個別施設計画の策定 
３．民間活力の導入 
４．修繕、更新履歴等を蓄積し老朽化対策に活用 

施設管理の考え方、基本方針 

Ⅴ．公共施設等の課題と基本認識 
公共施設等の現況把握及び見通しについて検討した結果、公共施設等をとりまく課題は、大きく以下の 3 つ

に分けられます。 

上記のような課題を踏まえて、これまでも公共施設等に関する計画を策定、推進してきました。今後も本計画

と合わせて、公共施設等のマネジメントに取組んで行きます。 
  

 

  

 

 

 

本市の公共建築物は、昭和 40～50 年代に建設されており、同時期に建設された多くの公共施設は老朽化が

進んでいるため、危険施設とならないように今後も適切な施設維持管理を図ります。 
インフラ資産においても、ライフラインの根幹となるため、老朽化のタイミングを適切に判断し、中長期的

な計画に沿った更新整備を図ります。 
少子高齢化社会による扶助費等の社会保障費の増加や、人口動向の変化に伴う税収の減少も懸念されます。計

画的な基金の積立や、施設の集約化等による施設維持管理費の削減に努め、財源確保と合わせて支出の抑制を図

ります。 

出典元及び参照資料一覧（一部抜粋：概要版記載分） 
●総務省統計局「国勢調査」 ●国立社会保障 人口問題研究所「将来の地域別男女 5 歳階級別人口（2015 年は国勢調査による

実績値）」 ●福岡県「市町村財政状況の推移」 ●嘉麻市令和 2 年度固定資産台帳 ●嘉麻市橋梁長寿命化計画  

嘉麻市公共施設等適正化基本方針 改訂版（令和５年３月改訂） 

〒820-0292 福岡県嘉麻市岩崎 1180 番地 1 嘉麻市 財政課 

TEL：0948-42-7403  FAX：0948-42-7095 

 

 品質面の課題

・老朽化

・安全性の確保

・住民への対応

・老朽化比率60％以上の施設

・施設の定期点検

・防災機能の向上

・温室効果ガスの削減

・未活用地･資産利用の推進

・老朽化に伴う、事故等の

未然防止

・道路、付属物の点検･補修

・橋りょう点検、健全度評価

・既存公園の整備充実

・治水対策、治水機能の向上

 コスト面の課題

・人口減少による税収減少

・維持運営、改築更新費用

・利用料(受益者負担)

・施設更新集中による負担

・施設利用料の適正化

・施設の集約･縮減に伴う

維持管理費の削減、圧縮

・更新費用が一斉に発生

・予防保全による中長期的な

整備計画の実施

 数量面の課題

・施設保有量の抑制、圧縮

(集約化)
・適正保有量

・多種多様の施設(複合化)

・施設の適正配置

・施設の集約･縮減(複合化)

・域内の広範囲に整備

・都市基盤として、施設総量

の縮減困難

公共施設 

インフラ資産 
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